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調利下げで政策金利は 4.5％に 
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イングランド銀行は、８～９日の開催が予定されていた金融政策委員会を繰上げ開催し、８日にＦＲＢ、

ECB など５中銀との協調による 50bp の利下げを決めた。同日朝には、政府が、①潤沢な短期流動性の

供給、②自己資本増強のための 500 億ポンド（８兆 7000 億円）相当の基金の新設、③銀行の債券に対す

る政府保証の３本柱からなる金融安定化策をまとめた。 

信用収縮による住宅市場の調整の深まりに加え、国際金融センター・ロンドンを要する金融立国として

の危機意識が、逸早く包括的な対策へ動かしたと言えよう。 

 

１、５中銀と協調で 50bp の利下げ 

イングランド銀行（ＢＯＥ）は、８～９日の開催が予定されていた金融政策委員会を繰上げ開催

し、８日に政策金利を 50bp 引き下げ、4.5％とする事を決めた。緊急会合で利下げを決めた米連邦

準備制度理事会（ＦＲＢ）、欧州中央銀行（ＥＣＢ）、カナダ中央銀行（ＢＯＣ）、スイス中央銀行、

スウェーデン中央銀行との協調利下げであり、ＢＯＥの利下げは今年４月以来である（図表１）。 
 

図表１ ６中銀の政策金利 
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（資料）各国中央銀行  

図表２ 英米株価の推移 
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協調利下げの声明文では、インフレ目標制を採用するＢＯＥや物価安定を重視するＥＣＢなどの利下

げの障害となってきたインフレの圧力は「エネルギー、原材料価格の下落によって減衰しつつあり」、
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インフレの上振れリスクは「金融危機の高まりで経済成長の下振れリスクが高まっている」ために低下

したとして、「ある程度の金融緩和が正当化される」環境になったと説明した。 
ＢＯＥはこの他、独自の声明文の中で、「向こう１～２カ月はＣＰＩが５％を超える」ものの、「国際

的な金融環境は顕著に悪化、多くの市場は機能停止し、銀行のバランスシート調整で家計と企業への信

用供給は一段とタイト化している」ために、「景気が急減速し、インフレ率が目標を下回る可能性が高

まった」としている。 
なお、今回のＭＰＣの議事録は 22 日に公表される予定である。 
 

２、金融安定化対策を公表 

英国政府は、８日朝、金融安定化対策を公表した。対策は、①潤沢な短期流動性の供給、②自己資本

の増強のための「銀行資本再構築基金」の新設、③銀行の債券に対する政府保証の３本柱からなる金融

安定化策をまとめた。 
うち、①の潤沢な短期流動性については、ＢＯＥによる流動性の供給を一層拡充することに加えて、

ＢＯＥの流動性供給の制度そのものの見直しも行うことを明らかにした。②の基金は、優先株を買い取

ることで資本を注入するもので、ＨＳＢＣ、ＲＢＳ、バークレーズなど大手８行が予定している 250 億

ポンド相当の増資を行う際に、基金の利用と市場での調達を選択することができる。基金は必要に応じ

て 250 億ポンドを上積みするとしており、総額 500 億ポンド（８兆 7000 億円）となり、ビルディング・

ソサエティ（住宅金融会社）も利用可能である。③は銀行が発行する債券に政府が 2500 億ポンド相当

に保証を行うものであり、借り換え難の解消を通じて、中長期の貸出を円滑化することを狙いとする。 
上記の３本柱は、銀行が直面している流動性と、資本不足、資金調達難にそれぞれ対応する対策であ

る。信用収縮による住宅市場の調整の深まりに加え、国際金融センター・ロンドンを要する金融立国と

しての金融システムの混乱の痛みがとりわけ大きいことも、包括的な対策に動かしたものと言えよう。 
 
協調利下げと包括的な金融安定化対策の公表にも関わらず、８日の株価（ＦＳＴＳ100）は前日比５％

の下落となった（図表２）。ロンドン市場が多国籍な金融市場であるだけに、英国政府による安定化対

策では市場安定化に十分な効果をあげられないことが示されたものだ。BOE ならびに英国政府による

今回の政策の運営に加えて、今後の欧米政府による動きも注視される状況にある。 
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